
公正証書作成費用補助

青森県養育費確保支援事業補助金の御案内

養育費は離婚後のひとり親家庭のこどもの健やかな成⾧のために必要な費用です。
青森県では、ひとり親家庭の方が、養育費を確実に受け取ることができるよう、養育費の取り決めや履行確保
のために要した費用について補助します。

青森県内に居住するひとり親家庭の母又は父で、養育費の取り決めの対象となる20歳未満の児童を扶養している方
・過去に同種類の補助を受けている場合は、補助を受けられない場合があります。

養育費の取り決めとして、公正証書を作成する際の手数料や諸費用
について補助します。

対象者

要 件
養育費について取り決めた公正証書（強制執行認諾
約款付）を作成し、それに要する費用を負担してい
ること

補助対象
経 費

・公証人手数料令に規定する手数料（養育費に関す
る部分のみ）
・公証役場に提出する戸籍謄本等の費用
・公証役場に提出する郵便切手代

補 助 額 補助対象経費の合計額 上限:3万円

申請期限 公正証書を作成した日から起算して１年以内

添付書類
（コピー可）

・申請者及び養育費の取り決めの対象となる児童の
戸籍謄本又は抄本
・世帯全員の住民票謄本
・対象となる経費の領収書等
・養育費について取り決めた公正証書（強制執行認
諾約款付きのものに限る）の謄本等
・支払先の指定口座が確認できる書類

要 件
・養育費請求調停の申立てを行い、それに要する費
用を負担していること
・養育費の取り決めに係る債務名義を有しているこ
と

補助対象
経 費

・養育費請求調停申立てに要する収入印紙代
・裁判所に提出する戸籍謄本等の書類取得費用
・裁判所に提出する郵便切手代
・弁護士費用（着手金に限る）

補 助 額 補助対象経費の合計額 上限:６万円

申請期限 養育費について取り決めた文書を作成した日から起
算して１年以内

添付書類
（コピー可）

・申請者及び養育費の取り決めの対象となる児童の
戸籍謄本又は抄本
・世帯全員の住民票謄本
・対象となる経費の領収書等
・裁判所が受理した申立て書類一式
・養育費について取り決めた文書
・弁護士等との委任契約書
・支払先の指定口座が確認できる書類

養育費請求調停申立費用補助
養育費請求調停申立てに必要な諸費用、申立てを弁護士等に委任する際
の費用について補助します。

ー ひとり親家庭の養育費確保を支援します ー

養育費保証契約費用補助養育費強制執行申立費用補助

要 件
・未払い養育費に係る強制執行申立てを行い、それに
要する費用を負担していること
・養育費の取り決めに係る債務名義を有していること

補助対象
経 費

・強制執行申立てに要する収入印紙代
・裁判所に提出する戸籍謄本等の書類取得費用
・裁判所に提出する郵便切手代
・弁護士費用（着手金に限る）

補 助 額 補助対象経費の合計額 上限:6万円

申請期限 裁判所において強制執行申立が受理された日から起算
して１年以内

添付書類
（コピー可）

・申請者及び養育費の取り決めの対象となる児童の
戸籍謄本又は抄本

・世帯全員の住民票謄本
・対象となる経費の領収書等
・裁判所が受理した申立て書類一式
・養育費について取り決めを交わした文書
・弁護士等との委任契約書
・支払先の指定口座が確認できる書類

要 件

・保証期間が1 年以上の養育費保証契約を保証会社
と締結していること
・保証会社と締結する養育費保証契約について、そ
の初回保証料を負担していること

補助対象
経 費

保証会社と養育費保証契約を締結する際に要する保
証料（初回契約時のものに限る）

補 助 額 補助対象経費 上限:5万円

申請期限 養育費保証契約を締結した日から起算して１年以内

添付書類
（コピー可）

・申請者及び養育費の取り決めの対象となる児童の
戸籍謄本又は抄本

・世帯全員の住民票謄本
・対象となる経費の領収書等
・保証会社と締結した養育費保証契約書（保証期間
が１年以上のものに限る）
・保証会社との養育費保証契約締結に必要な養育費
の取り決めを交わした文書
・支払先の指定口座が確認できる書類

問合せ・申請
書の送付先

〒030-8570    青森県青森市⾧島１－１－１
青森県こども家庭部 こどもみらい課 家庭支援グループ
TEL:017-734-9295               E-MAIL:kateishien@pref.aomori.lg.jp
URL:https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kodomo/kodomo/youikuhijosei.html

１ 戸籍謄本（抄本）、住民票謄本は申請日から6か月以内のものを添付してください。
２ 債務名義:強制執行認諾約款付公正証書、確定判決、裁判上の和解調書、調停調書、家事審判書など。
３ 領収書:宛名、領収年月日、領収金額、取引内容、領収者の住所・名称が記載されているものであること。
４ 指定口座が確認できる書類:金融機関・支店名、口座番号、名義人等が確認できるもの。

養育費の未払いに備え、保証会社と保証契約を結ぶ際に支払う
保証料について補助します。

養育費の強制執行申立てに必要な諸費用、申立てを弁護士等に委任
する際の費用について補助します。

【補足事項】


